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ると，65 歳以上の人口は，2001 年月日時点において 2,281 万人であり，
その総人口に占める割合は 17.9％であった。しかし，2011 年月日時点で




















































国民生活センターにおける 70 歳以上の消費者からの相談件数は，2001 年度
に

































































































































































して，東京地方裁判所 2010 年月 28 日判決（判時 2104号 57 頁）も，入居一
時金の償却条項が消費者契約法 10条に反しないとした。
しかし，これらの判決の後も，入居一時金をめぐる紛争は後を絶たない。
（） 法 的 規 制
上記のように，有料老人ホームにおいては，入居一時金をめぐる紛争が多い
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